
ア ア 1 基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着 ○ 全国調査Ｂ問題における正答率全国比

習熟度別指導を行う加配教員の配置及び補助教材、ＩＣＴ機器の効果的な活用 小　１００　　　　中　１００

小国Ｂ　１０４ 2 活用する力の育成 ○ 県調査で全教科の平均正答率が目標値を超えている学校

小算Ｂ　１０４ 指導主事による指導とともに、学校図書館活用、言語活動の充実、ＮＩＥ等を通して授業改善に取り組む 小　７２％　　中５０％

中国Ｂ　１０４　 3 主体的に学習に取り組む態度の育成 ○ 授業がわかると感じている児童生徒の割合

中数Ｂ　１０４　 ＩＣＴ機器やデジタル教材の活用とともに、授業と家庭課題学習のさらなる連動を推進 小　８７％　　　中　６８％

イ 1 学力向上についての取組を進行管理する教務主任会議

年間３回の教務主任会議の実施

小　８３％ 2 教務主任を中心にした学力向上に向けた一体的な取組の推進

中　５８％ 年間３回の研究主任会議の実施

学力向上に向けた取組と校内研究計画とを一体的に作成

小中一貫校・小中連携校における連携教育の推進

3 司書教諭・学校図書館担当を中心とした学校図書館を活用した指導体制の確立 ○ 全国調査Ｂ問題における正答率全国比

学校図書館アドバイザーを小学校に派遣 小　１０４　　　　中　１０４

4 指導教諭・学力向上支援教員を中心とした「活用型」授業の推進 ○ 県調査で全教科の平均正答率が目標値を超えている学校

指導教諭・学力向上支援教員による「活用型」授業の推進と他教員による自校での実践への活用 小　８３％　　中　５８％

5 習熟度別指導の徹底を図るための指導方法工夫改善加配の活用 ○ 授業がわかると感じている児童生徒の割合

習熟度別指導教員による指導と授業における効果的なＩＣＴ機器の活用推進 小　８９％　　　中　７２％

児童生徒の実態に即したきめ細かな指導を行い、つまずきの早期解消と低位にある児童生徒への学力の定着を図る

ア 1 運動能力の全国達成比率 ア 1 教育委員会 ○ 運動能力の全国達成比率

小　７０％　　中　６０％ ・ 市全体の課題や改善策、市内統一した重点項目を校長会等で提示 小全体　５０％　　中全体　３５％

2 ・ 体力向上研修会や体育主任会議の実施による教職員の意識改革及び指導力向上の促進 ○ 運動能力総合評価下位層の割合

・ 各小学校における校区スポーツ推進委員の活用を促進 小低男　３５％　　小中男　２５％　　小高男　２５％　　

2 各学校 小低女　３５％　　小中女　３０％　　小高女　２５％

・ 運動能力調査項目に準じた内容を取り入れた体育授業の実施によるバランスの取れた運動能力の育成と運動習熟度の向上 中１男　４０％　　中２段　３０％　　中３男　２０％

中１　２５％ ・ 同年齢・異年齢集団での体育的活動の設定や体育環境整備よる運動の「時間」「空間」「仲間（集団）」の創出 中１女　２０％　　中２女　１５％　　中３女　２５％

中２　２０％ ・ 達成感を実感させるための取組の充実 ○ 運動好きな児童生徒の割合

中３　１５％ ・ 部活動間の連携や共通目標の設定などによる部活動の活性化（中学校） 小男　８０％　小女　５５％

3 運動好きな児童生徒の割合 中男　６５％　中女　４０％

小　８０％ イ 1 教育委員会

中　７０％ ・ 研究指定校の優良実践事例の周知とシンクライアントシステムへの提示による共通理解と実践例活用の促進

・ 体力調査の分析結果や重点項目等の周知徹底

・ 体育専科教員の活用方法の工夫 ○ 運動能力の全国達成比率

・ １校１実践の共有化と各学校における活用促進 小全体　７０％　　中全体　６０％

2 各学校 ○ 運動能力総合評価下位層の割合

・ 体力向上に向けた取組が学校全体で組織的に行われるような体制づくり 小高全体　２０％　　中３全体　１５％

・ 校内体力向上推進委員会の組織と体力向上プランの作成 ○ 運動好きな児童生徒の割合

・ 体力向上会議（年２回、夏季休業中と２月に実施）におけるプランの効果の検証及び実践 小男　８５％　小女　７０％

中男　７５％　中女　６０％

○小中一貫校において９年間を一体的にとらえた教育を推進するための学校組織力の向上を図る取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・主幹教諭は自校におけるミドルリーダーとしての役割を果たすとともに小中一貫校における組織力向上に関するモデルとしての取組を推進する。（モデル校：大明小中一貫校）

・主幹教諭は、共同推進校の教務主任と連携しながら組織力向上について共同研究を行う。（共同推進校：津江小・津江中・大山小・大山中）

○小学校における組織力向上を図る取組

・主幹教諭は、自校におけるミドルリーダーとしての役割を果たすとともに市内小学校における組織力向上に関するモデルとしての取組を推進する。（モデル校：三芳小・光岡小）

○市教委による教務主任会議、マネジメント研修の実施

・教務主任会、マネジメント研修において県立学校教務主任からの情報やモデル校での取組等を情報提供する。

・主幹教諭は、主任会議において取組事例を発表する。

市町村

名

プラン

計画名

目標

　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村教育委員会のアクションプラン・計画等のまとめ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　日田　　）教育事務所

H２５達成指標

H２６～Ｈ２７達成指標

全国調査Ｂ問題の平均正答

率の全国比
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行動計画等

日
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①

学力向上

アクションプラン

小高　２０％

小中　２５％

運動能力総合評価下位層の割合

研究指定校の取組や１校１実

践の効果的実践事例を定期

的に還流し、活用を促進

②

体力向上

アクションプラン

2

③

組織力

向上計画

④

先進的・

先導的取組

取組内容・行動計画等

校内体力向上推進委員会を

組織し、全教職員による系統

性・一貫性のある指導を充実

イ

1

2

イ

1

3

2

目標 行動計画等

行動計画等

○学校評価

・「学校評価の手引き」及び作成した「日田市学校評価実施要項」を校長会、教頭会で周知し、学校評価の在り方を指導する。　・各学校は重点化した取組計画を作成、提出し、教務主任会（年３回）で取組状況の共有を図る。　・１学期終了後中間評価、取組の見直しを提出

し、市教委はPDCAサイクルが機能しているか確認、指導を行う。

○学校管理規則改正

・主要主任の教育委員会承認、運営委員会設置が明記された規則を１月３１日改正、４月１日施行。

○学校運営体制の充実

・校長会、教頭会（月１回）、教務主任会（年３回①役割、計画②見直し③評価・改善）で組織的取組の推進・徹底を図る。・教務主任、主要主任の役割、機能的な運用について教育課程全員集会において指導する。

・各主任の役割について研修を推進し、市教委は運営委員会、職員会議の在り方について確認する。　・学年主任、各主任は職員の心身の状況把握に努め、運営委員会等で方策を講じる。　・教育センター講座でマネジメント研修を管理職、教諭対象に行う。　一部の学校

で学校運営協議会設置に向けた研究を推進する。

H２５達成指標

H２６～Ｈ２７達成指標

小低　３０％

教務主任を核とした組織的な

校内推進体制の確立

学期毎の検証改善サイクル

の確立

司書教諭・学校図書館担当を

中心にした学校図書館を活用

した指導体制の確立


